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税理士（北陸税理士会小松支部）による
無料申告相談

　「年金収入が400万円以下なので所得税の確定申告は
必要ない」と言われた人も、年金の源泉徴収票をもう一
度確認してください。記載されている控除（扶養、障害、
年金から引かれている社会保険料など）のほかに、申告
できるものはありませんか。
　例えば、国民健康保険税、後期高齢者医療保険料、介
護保険料を納付書や口座振替により自分で支払った人
は、その金額を社会保険料控除として申告することで、
来年度の市県民税の負担が軽くなる場合があります。
※平成28年中の保険税（料）納付額については、1月下旬
に市から世帯主宛てに発送するはがきをご覧ください。

公的年金を受給している人へ

　対象者は小規模納税者（前年分所得金額が300
万円以下の事業所得者）、給与所得者、年金受給
者などです。

と　き　2月9日（木）～24日（金）
　　　　9時～12時、13時～16時
ところ　市役所税務課前（税理士支援コーナー）

と　き　2月18日（土）、19日（日）
　　　　10時～12時、13時～16時
ところ　アル・プラザ小松1階  レバリーホール

□認印（スタンプ式のものは使用できません）　　□本人確認書類及びその写し（上記参照）
□収入（所得）が分かる資料
　給与や年金の源泉徴収票、事業（営業・農業）・不動産の収支内訳書や報酬の支払調書など
□所得控除対象額が分かる資料
　国民年金保険料控除証明書、生命保険料や地震保険料の控除証明書、健康保険税（料）の領収書など、医療費の領
収書、寄附金の受領書、そのほか（障害者手帳、別居の扶養家族への送金資料など）

　※医療費控除を受ける場合には、必ず領収書を人ごとに病院・薬局別に集計してきてください。また、医療費に
対し、生命保険・高額療養費などで受け取った金額がある人は、その金額の分かるものを持参してください。

□還付される税金がある人は、申告者名義の振込先口座番号などが分かるもの（預金通帳など）

●申告書等にマイナンバー（個人番号）の記載が必要となりました。
●申告書等の提出時に本人確認（「番号確認」と「身元確認」）が必要となりました。お持ちいただく
書類はそれぞれ以下のとおりです。

　※郵送で提出する場合は、本人確認書類の写しを同封してください。
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今回の申告からの変更点

申告に必要な主なもの

2月9日木
から

提出者 本人確認書類

申告者の番号確認書類 申告者の身元確認書類

本人

代理人

【以下の書類から1点】
・マイナンバー（個人番号）
カード
・通知カード
・住民票の写し（マイナンバ
ー記載のもの）

①または②のいずれか
①【以下の書類から1点】
マイナンバー（個人番号）カード、運転免許証、障害者
手帳、旅券、健康保険証、年金手帳　など
②【以下の書類から2点】
身分証明書（顔写真なし）、社員証（顔写真なし）、納税
通知書、源泉徴収票　など

申告者の番号確認書類 代理人の身元確認 代理権の確認

【以下の書類から1点】　
・申告者のマイナンバー（個
人番号）カードの写し
・申告者の通知カードの写し
・申告者の住民票の写し（マ
イナンバー記載のもの）

①または②のいずれか
①【以下の書類から1点】
マイナンバー（個人番号）カード、運転免許証、障害者
手帳、旅券　など
②【以下の書類から2点】
健康保険証、年金手帳、身分証明書（顔写真なし）、社
員証（顔写真なし）、納税通知書、源泉徴収票　など

【以下の書類から1点】
・本人しか持ち得ない書
類（例：申告者のマイナン
バーカード・健康保険証
など）
・委任状（原本）　など


